
令和４年度第２回太宰府市地域公共交通活性化協議会  次第  

 

日時：令和５年２月７日（火）１４時開始  

場所：太宰府市役所  ４階大会議室  

 

 

１  開会  

 

 

 

 

 

２  議事  

 【議題】  

・太宰府市地域公共交通計画（案）における目標等の設定について  

 

 

 

 

 

 

３  閉会  

 

 

 



任期：令和6年3月3１日まで

Ｎo. 選出区分 氏名 所属団体等

1 副市長 原口　信行 太宰府市

髙木　圭一郎 九州旅客鉄道株式会社　経営企画部　担当課長

田代　幸輔 西日本鉄道株式会社　鉄道事業本部　計画部　計画課　課長

3
一般乗合旅客自動車運送事業者及びその
組織する団体において選出された者

中島　将吉
西日本鉄道株式会社　自動車事業本部　営業部　営業第二担当
課長

4
一般乗用旅客自動車運送事業者及びその
組織する団体において選出された者

中井　一貴 有限会社太宰府タクシー　代表取締役

5 校区自治協議会を代表する者 松尾　宗治 太宰府市自治協議会（松川区自治会長）

6 福岡運輸支局長又はその指名する者 久世　和彦 国土交通省　九州運輸局　福岡運輸支局長

7
一般旅客自動車運送事業者の事業用自動
車の運転者が組織する団体の代表者

森本　直弥 西鉄バス二日市株式会社　原支社　助役兼自動車運転士

沼尾　健太 国土交通省　九州地方整備局　福岡国道事務所　計画課　課長

長　俊司 福岡県　那珂県土整備事務所　企画班　地域整備主幹

齋藤 実貴男 太宰府市　都市整備部　建設課長

9 公安委員会を代表する者又は交通管理者 山口　裕丈 福岡県警察　筑紫野警察署　交通課　交通総務係長

10 識見を有する者 寺町　賢一 九州工業大学大学院　工学研究院　建設社会工学研究系 准教授

草場　康文 西日本鉄道株式会社　まちづくり・交通・観光推進部　課長

丹下　涼 国土交通省　九州運輸局　交通政策部　交通企画課　課長

田辺　好徳 福岡県　企画・地域振興部　交通政策課　交通総務係長

八尋　茂雄 太宰府市総合戦略推進委員会　委員長

楠田　悦子 モビリティジャーナリスト

竹井　正彦 太宰府市商工会 観光部会長（有限会社ナカガミ　中神茶屋）

池上　順一
バリューマネジメント株式会社　地域創生部
ゼネラルマネージャー

【事務局】

髙原　　清

山浦　剛志

山崎　謙悟

柴田　義則

宮崎 征二

前田　勝一朗

木村　浩一

長澤　浩平

田渕　利治
太宰府市 総務部 地域コミュニティ課
地域コミュニティ係

11 その他市長が適当と認める者

太宰府市 都市整備部　部長

太宰府市 都市整備部　理事

太宰府市 総務部　部長

太宰府市 都市整備部 都市計画課　課長

太宰府市 総務部 地域コミュニティ課　課長

太宰府市 都市整備部 都市計画課
都市計画係　係長

太宰府市 総務部 地域コミュニティ課
地域コミュニティ係　係長

太宰府市 都市整備部 都市計画課
都市計画係

太宰府市地域公共交通活性化協議会　委員名簿

2
鉄道事業者及びその組織する団体におい
て選出された者

8
市内に存する道路の道路管理者又はその
指名する者



1 
 

○太宰府市地域公共交通活性化協議会規則  

平成 30年３月 27日  

規則第 10号  

改正  令和３年６月 30日規則第 44号  

（趣旨）  

第１条  この規則は、太宰府市附属機関設置に関する条例（昭和 60年条例第 17号）

の規定に基づき、太宰府市地域公共交通活性化協議会（以下「協議会」という。）

に関し、必要な事項を定めるものとする。  

（所掌事務）  

第２条  協議会の所掌事務は、次に掲げる事項について調査及び協議を行うもの

とする。  

(1) 地域の実情に応じた適切な旅客輸送の態様、運賃、料金等に関すること。 

(2) 市が運営する有償運送の必要性及び旅客から収受する対価に関すること。 

(3) 生活交通の確保、維持及び改善のための事業に関すること。  

(4) 地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成 19年法律第 59号）第５

条第１項に規定する地域公共交通計画（以下「交通計画」という。）の策定

及び変更に関すること。  

(5) 交通計画に定められた事業の実施及び連絡調整に関すること。  

(6) 地域公共交通確保維持改善事業に関すること。  

(7) その他必要な事項  

（令３規則 44・一部改正）  

（組織）  

第３条  協議会は、 20人以内の委員をもって組織し、次に掲げる者のうちから市

長が委嘱又は任命する。ただし、第１号に掲げる者については、別に辞令を用

いることなく委員に命じられたものとする。  

(1) 副市長  

(2) 鉄道事業者及びその組織する団体において選出された者  

(3) 一般乗合旅客自動車運送事業者及びその組織する団体において選出され

た者  

(4) 一般乗用旅客自動車運送事業者及びその組織する団体において選出され
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た者  

(5) 校区自治協議会を代表する者  

(6) 福岡運輸支局長又はその指名する者  

(7) 一般旅客自動車運送事業者の事業用自動車の運転者が組織する団体の代

表者  

(8) 市内に存する道路の道路管理者又はその指名する者  

(9) 公安委員会を代表する者又は交通管理者  

(10) 識見を有する者  

(11) その他市長が適当と認める者  

（任期）  

第４条  委員の任期は２年とする。ただし、任期中であっても、その本来の職を

離れたときは、委員の職を失う。  

２  補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。  

３  委員の再任は、これを妨げない。  

（会長及び副会長）  

第５条  協議会に会長及び副会長各１人を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２  会長は、会議を総理し、協議会を代表する。  

３  副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、

その職務を代理する。  

（会議）  

第６条  協議会の会議は、会長が招集し、会議の議長となる。  

２  会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。  

３  会議の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の

決するところによる。  

４  会議は、旅客の利便性を損なわないと協議会で認められた事項について協議

する場合は、書面にて開催することができる。この場合において、決定事項に

ついては、会長が書面により委員に報告を行うものとする。  

５  協議会において必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求

め、その説明又は意見を聴くことができる。  

（協議結果の取扱）  
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第７条  協議会において協議が調った事項については、関係者は、その結果を尊

重し、当該事項の誠実な実施に努めるものとする。  

（幹事会）  

第８条  協議会は、会議で協議する事項を調査検討させるため、必要に応じ幹事

会を置くことができる。  

２  幹事会の委員は、協議会の委員のうちから会長が指名する。  

３  幹事会の運営に関し必要な事項は、別に定める。  

（庶務）  

第９条  協議会の庶務は、都市整備部都市計画課において処理する。  

（委任）  

第 10条  この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。  

附  則  

この規則は、平成 30年４月１日から施行する。  

附  則（令和３年規則第 44号）  

この規則は、公布の日から施行する。  

 



コンパクト・プラス・ネットワークの考え方 

令和４年度第１回太宰府市地域公共交通活性化協議会資料 

【一部抜粋】 

資料１



（１）立地適正化計画制度について

8出典：国土交通省作成「立地適正化計画作成の手引き」

（３）関連する計画や他部局の関係施策等の整理

22

出典：国土交通省作成「立地適正化計画作成の手引き」

第二次太宰府市都市計画マスタープラン
（平成29年度（2017年度）から令和18年度（2036年度））

コンパクトシティ関係計画

立地適正化計画
（コンパクト）

法律：都市再生特別措置法
・生活サービスを誘導するエリアと当該エリアに誘
導するエリアを設定（都市機能誘導区域）
・居住を誘導し人口密度を維持するエリアを設定
（居住誘導区域）

地域公共交通計画
（ネットワーク）

法律：地域公共交通の活性化及び再生に関する法律
・まちづくりとの連携
・地方公共団体が中心となった地域公共交通ネット
ワークの形成の促進

各個別計画（福祉、環境、観光、交通等）

連携

第五次太宰府市総合計画後期基本計画
（平成２８年度（2016年度）から令和２年度（2020年度））

太宰府市まち・ひと・しごと創生総合戦略
（令和２年度（2020年度）から令和６年度（2024年度））

1



（１）これまでの経緯

出典：国土交通省 地域公共交通計画等の作成と運用の手引き第３版（令和４年３月）

基本方針まで
審議済み

15

令和４年度

第２回協議会（秋ごろ）
・目標値、具体的な施策の検討

第３回協議会（３月）
・素案の修正

令和５年度

・関係機関協議
・素案作成
・パブリックコメントの実施
・計画の策定（令和５年度）

54

R4年度

R5年度

2



１ 誰もが使いやすい公共交通の構築

２ 持続可能な公共交通の構築

■みんなで地域公共交通を支える体制づくり

■鉄道を中心とした公共交通網の構築

■まちづくりと連携した公共交通網の形成

■地域の生活に配慮した交通網の形成

■高齢者等の交通弱者に配慮した交通網の形成

■来訪者の目的に配慮した交通網の形成

（６）基本方針

48

１ 誰もが使いやすい公共交通の構築

■まちづくりと連携した公共交通網の形成

・立地適正化計画との整合

・拠点（鉄道駅、主要交差点等）を中心とした交通体系の構築

・拠点間の効率的な移動

■地域の生活に配慮した交通網の形成

・買い物や通院等、日常生活における移動手段の確保

・商業施設、病院、鉄道駅等、主な目的地となる施設等（隣接市を含む）を
組み込んだ利便性の高い路線網の構築

・通勤・通学、買い物、通院等の利用目的に対応した運行時間帯の見直し

（６）基本方針

49
3



１ 誰もが使いやすい公共交通の構築

（６）基本方針

■高齢者等の交通弱者に配慮した交通網の形成

・自家用車が無くても生活出来る利便性の高い交通体系の構築

・鉄道や定期路線バスのほか、利用者や地域の実情に応じ、デマンド交通等の
導入検討

■来訪者の目的に配慮した交通網の形成

・観光資源を結ぶ路線の構築など、来訪者にとって分かりやすく利用しやすい
交通体系の構築

50

２ 持続可能な公共交通の構築

■みんなで地域公共交通を支える体制づくり

・「地域の輸送資源の総動員」（※）
→地域の実情に応じた多様な交通モードの検討
路線バス、コミュニティバス、鉄道、タクシー、
デマンド交通、スクールバス、病院、商業施設等の送迎バス 等
※国土交通省 地域公共交通計画等の作成と運用の手引き第３版（令和４年３月）

■鉄道を中心とした公共交通網の構築

・鉄道駅＝交通結節点、市の拠点

・公共交通の軸

（６）基本方針

51
4



太宰府市地域公共交通計画（案） 目標・数値設定の整理

施策メニュー例

上段：手引き数値指標の例（標準・推奨・選択）
下段：調査項目（調査先や手法）

⇒ 事業内容（関連計画等:「資料3」ページ数）

目標１
■まちづくりと連携した公共交通網の形成

・立地適正化計画との整合
・拠点（鉄道駅、主要交差点等）を中心とした交通
体系の構築
・拠点間の効率的な移動

交通結節点機能等の向上
（総戦:P.11・都マ:P.16・観基:P.34・福ビ:P.64,69）

利用者・住民等の地域の地域旅客運送サービス全般に対する満足度（手引推）

1.都市基盤が整備され快適な住環境であると思う人の割合（意識調査：問51）
2.市内のバスの利便性に対する評価（意識調査：問53）
3.コミュニティバスの運賃や利便性に対する評価（意識調査：問55）
4.市内の鉄道の利便性に対する評価（意識調査：問56）

％
％
％
％

⇒ ％
％
％
％

・立地適正化計画の策定（福ビ:P.64,69）
・中心市街地活性化の検討（総戦:P.10）
・公共交通の広域連携強化（総戦:P.9・観基:P.26・福ビ:P.65,66）
・バス運行の効率化（都マ:P.16福ビ:P.64,65）

目標２
■地域の生活に配慮した交通網の形成

・買い物や通院等、日常生活における移動手段の確
保
・商業施設、病院、鉄道駅等、主な目的地となる施
設等（隣接市を含む）を組み込んだ利便性の高い路
線網の構築
・通勤・通学、買い物、通院等の利用目的に対応し
た運行時間帯の見直し

地域公共交通網の維持
（総戦:P.9・都マ:P.16・福ビ:P.64,65）

公共交通カバー率（手引推）
公共交通空白・不便地域率（手引推）
運行回数（手引推）
地域全体の公共交通延長（手引推）

1.公共交通カバー率（鉄道駅半径800ｍ、バス停半径300ｍ）（基礎調）
2.路線バス及びコミュニティバスの運行回数（西鉄、地域コミュニティ課）
3.路線バス及びコミュニティバスの路線距離合計（西鉄、地域コミュニティ課）

%
本/日
㎞

⇒

%
本/日
㎞

・赤字路線への財政支援【新規】
・地域の実情に応じた幹線、支線の再構築【新規】
・MaaS等新たなモビリティサービス導入の検討（総戦:P.9・福ビ:P.62,65・リ:P.101,105）
・公共交通に関わる人材（特に運転士）の確保【新規】
・【再掲】バス運行の効率化（都マ:P.16福ビ:P.64,65）

目標３
■高齢者等の交通弱者に配慮した交通環境の形成

・自家用車が無くても生活できる利便性の高い交通
体系の構築
・鉄道や定期路線バスのほか、利用者や地域の実情
に応じ、デマンド交通等の導入検討

公共交通施設におけるバリアフリー化の推進
（環基:P.20・地福:P.47・障プ:P.50,51・高支:P.56・福
ビ:P.67,68）

手引きに記載なし

1.民間施設が高齢者や障がい者などに配慮されていると思う市民の割合（意識調査：問23）
2.交通弱者にとって必要な移動手段が確保されていると思う市民の割合（意識調査：問24）

%
%

⇒
%
%

・移動等円滑化促進方針やバリアフリー基本構想の検討（地福:P.47）
・【再掲】MaaS等新たなモビリティサービス導入の検討（総戦:P.9・福ビ:P.62,65・リ:P.101,105）

目標４
■来訪者の目的に配慮した交通網の形成

・観光資源を結ぶ路線の構築など、来訪者にとって
わかりやすく利用やすい交通体系の構築

来訪者の公共交通利用の促進
（都マ:P.16・環基:P.18,20,22・福ビ:P.66）

観光地最寄りバス停の乗降者数（手引選）

1.西鉄太宰府駅、西鉄都府楼前駅の鉄道乗降者数（西鉄） 人/年
⇒

人/年

・回遊促進の検討（観光列車、観光回遊バス、シェアサイクル、レンタサイクル等）（総戦:P6,7,8・都マ:P16・観
基:P.30,31,36,41,42・福ビ:P.66,71）
・公共交通に関する多言語案内施設の充実（福ビ:P.67）
・モビリティマネジメントの実施（総戦:P.6,8・環基:P,18.20,22）
・【再掲】MaaS等新たなモビリティサービス導入の検討（総戦:P.9・福ビ:P.62,65・リ:P.101,105）
・デジタル乗車券やキャッシュレス決済等ICT活用による利便性向上（福ビ:P.62,66,67）

目標１
■みんなで地域公共交通を支える体制づくり

・「地域の輸送資源の総動員」地域の実情に応じた
多様な交通モードの検討

公共交通の利用の推進
（都マ:P16・環基:P.20,22・福ビ:P.66）

住民等の公共交通の利用者数（手引標）
住民等の公共交通の利用頻度（手引推）
住民等の公共交通利用率（手引推）
高齢者の外出回数（手引選）
免許返納者数の拡大（手引選）

1.公共交通の利用者数（鉄道、バス）
2.コミュニティバスの利用頻度（意識調査：問54）
3.外出時の移動手段に公共交通を利用している人の割合（意識調査：問58）
4.運転免許返納者数（防災安全課）
5.通勤・通学きっぷ購入者数（鉄道、バス）

人/年
%
%
人/合計
人/年

⇒
人/年
%
%
人/合計
人/年

・公共交通の利用普及啓発関係（福ビ:P.66）
・パークアンドライドの推進（福ビ:P.66）
・【再掲】MaaS等新たなモビリティサービス導入の検討（総戦:P.9・福ビ:P.62,65・リ:P.101,105）
・【再掲】デジタル乗車券やキャッシュレス決済等ICT活用による利便性向上（福ビ:P.62,66,67）
・一般介護予防事業等参加者の公共交通機関利用促進（高支:P.56）
・運転免許返納者に対する運賃割引制度の検討（高支:P.54）
・【再掲】モビリティマネジメントの実施（総戦:P.6,8・環基:P,18.20,22）

収入増を踏まえた財政負担の軽減
【新規】

公的資金が投入されている公共交通事業の収支（手引標）
公共交通への公的資金投入額（手引標）

1.収支率（まほろぼ号）（西鉄バス赤字路線）
2.公的資金投入額（まほろば号）（西鉄バス赤字路線）

％
円/利用者or市
民1人あたり

⇒
％
円/利用者or市
民1人あたり

・まほろば号料金体系の検討【新規】
・運賃外収入の検討（ラッピング等の広告収入）【新規】
・【再掲】公共交通の利用普及啓発関係（福ビ:P.66）
・【再掲】パークアンドライドの推進（福ビ:P.66）
・【再掲】MaaS等新たなモビリティサービス導入の検討（総戦:P.9・福ビ:P.62,65・リ:P.101,105）
・【再掲】デジタル乗車券やキャッシュレス決済等ICT活用による利便性向上（福ビ:P.62,66,67）

目標２
■鉄道を中心とした公共交通網の構築

・鉄道駅=交通結節点、市の拠点

【再掲】地域公共交通網の維持
（総戦:P.9・都マ:P.16・福ビ:P.64,65）

【再掲】公共交通カバー率（手引推）
【再掲】公共交通空白・不便地域率（手引推）
【再掲】運行回数（手引推）
【再掲】地域全体の公共交通延長（手引推）

1.【再掲】公共交通カバー率（鉄道駅半径800ｍ、バス停半径300ｍ）（基礎調）
2.【再掲】路線バス及びコミュニティバスの運行回数（西鉄、地域コミュニティ課）
3.【再掲】路線バスの路線距離合計（地域コミュニティ課）

%
本/日
㎞

⇒

%
本/日
㎞

・【再掲】赤字路線への財政支援【新規】
・【再掲】地域の実情に応じた幹線、支線の再構築【新規】
・【再掲】MaaS等新たなモビリティサービス導入の検討（総戦:P.9・福ビ:P.62,65・リ:P.101,105）
・【再掲】公共交通に関わる人材（特に運転士）の確保【新規】
・【再掲】バス運行の効率化（都マ:P.16福ビ:P.64,65）

手引・・・地域公共交通計画等の作成と運用の手引き（国土交通省） 福ビ・・・福岡県交通ビジョン2022（福岡県）
総戦・・・太宰府市まち・ひと・しごと創生総合戦略（経営企画課） 意識調査・太宰府まちづくり市民意識調査（経営企画課）
都マ・・・第二次太宰府市都市計画マスタープラン（都市計画課） 基礎調・・都市計画基礎調査（都市計画課）
環基・・・第四次太宰府市環境基本計画（環境課） リ・・・・アフターコロナに向けた地域交通の「リ・デザイン」に関する提言
観基・・・太宰府市観光推進基本計画（観光推進課）
地福・・・第四次太宰府市地域福祉計画（福祉課）
障プ・・・第5次太宰府市障がい者プラン（福祉課）
高支・・・太宰府市高齢者支援計画（高齢者支援課）

数値指標

現況値
（2021年度）

目標値
（2028年度）

基本方針1
誰もが使いやすい
 公共交通の構築

基本方針2
持続可能な
 公共交通の構築

基本方針 目標
施策の方向性

（関連計画等:「資料3」ページ数）

協議済 R5.2.7 協議内容

●目標は基本方針を達成するためのものとなっているか ●施策の方向性は目標を達成するものとなっているか ●数値指標は施策の方向性と合致しているか ●施策メニュー例は数値指標に影響があるか 黄色の軸の考え方

緑色の軸の考え方 ●基本方針を達成するための目標となっているか ●目標を達成するための施策の方向性となっているか ●施策の方向性を達成するための数値指標となっているか ●数値指標を達成するための施策メニュー例となっているか

資料２



関連計画 

資料３



目次 

地域公共交通計画等の作成と運用の手引き（手引）・・・・・P.１ 

太宰府市まち・ひと・しごと創生総合戦略（総戦）・・・・・P.５ 

第二次太宰府市都市計画マスタープラン（都マ）・・・・・・P.１３ 

第四次太宰府市環境基本計画（環基）・・・・・・・・・・・P.１７ 
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余白



太宰府市まち・ひと・しごと創生総合戦略 

（太宰府市まちづくりビジョン） 

令和発祥の都 羽ばたく太宰府 ―４つの構想と戦略―

〔令和２年度－令和６年度〕 
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２．基本目標に係る数値目標

数値目標 基準値（H30） 目標値（R6） 

個人市民税納税者数 34,041 人 37,000 人 

法人市民税納税法人数 1,512 法人 1,650 法人 

域内付加価値額1 47,713 百万円 50,000 百万円 

（税務課、納税課） 

３．主な取組と具体的な施策

（１） 回遊ルートの整備、滞在型観光の促進 

重要業績評価指標（KPI） 基準値（H30） 目標値（R6） 

滞在時間 157 分 目標値（R6200 分

消費単価（日本人旅行者立寄の方対象） 2,800 円 4,000 円 

宿泊滞在者数 47,000 人 70,000 人 

① 回遊ルートの充実 

 現在観光客が集中している太宰府天満宮、九博国立博物館から、点在している史跡地や自然景観な

ど他の拠点も含めて市内広範を歩いて、または自転車などで巡ってもらえる回遊ルートの提供とそれに

伴う開発・整備を進めます。 

（都市計画課、観光推進課） 

歴史の散歩道をはじめ、史跡地を訪れた人が休憩したり、お土産を買ったり、食事をすることがで

きるように、史跡地内も含めサービス機能の整備を進めます。 

宝満山や四王寺山など自然景観を組み込んだ回遊ルートの提供を進めます。 

② 交通手段の充実 

 交通計画の見直しを行うとともに、駐車場の分散化と域内２次交通2の仕組みづくり、モビリティマネジメ

ントの導入を行い、回遊ルート等の認知向上、利用者数増を目的とした回遊促進を検討します。 

（都市計画課、観光推進課） 

1 地域経済分析システム（RESAS）2016。総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」再編加工。付加価値額＝売

上高－費用総額＋給与総額＋租税公課（費用総額＝売上原価＋販売費及び一般管理費）。 
2 拠点となる空港や鉄道の駅から観光地までの交通のこと。（シャトルバスや乗り合いタクシー、自転車など）。

6
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シェアサイクル、回遊バス等の２次交通手段の導入を目指します。 

史跡地内の有効活用として、駐車場として整備利用できるよう検討を行います。 

③ 宿泊飲食施設等の滞在向け施設の充実 

 宿泊・飲食施設等の滞在の受け皿について、市内への民間投資の誘導等を通じて整備を図ります。 

（観光推進課） 

古民家を活用した宿泊・飲食施設等、太宰府らしい滞在向け施設の充実や、コンベンションビジネ

スの活用を検討し、宿泊者の増加を図ります。 

④ 滞在型コンテンツ（コト消費）の充実 

 コト消費促進のため、飲食、体験型プログラム等の充実を図ります。 

（観光推進課）

ナイトタイムエコノミー3や早朝観光を始め、民間と連携した体験型プログラムの商品開発を行

います。

地元事業者と太宰府グルメ・特産品の開発の協議、検討を行います。 

「時の旅人プロジェクト」を継続的に実施していきます（梅花の宴の再現等）。 

工程表
1年目（R2） 2 年目（R3） 3 年目（R4） 4 年目（R5） 5 年目（R6） 

回遊ルートの充実 ルートの選定・サービスの検討 

交通手段の充実 回遊促進の検討 

宿泊施設等の滞在向け施設の充実 民間会社への PR、協議 

滞在型コンテンツ（コト消費）の充実 地元企業、関係団体との調整 

（２） 地場みやげ産業の創出 

重要業績評価指標（KPI） 基準値（H30） 目標値（R6） 

開発・見直した商品数（累計） - 3 

3 18 時から翌日朝６時までの活動。地域の状況に応じた夜間の楽しみ方を拡充し、夜ならではの消費活動や魅力創

出をすることで、経済効果を高めることを目標としている。

7
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工程表 
1 年目（R2） 2 年目（R3） 3 年目（R4） 4 年目（R5） 5 年目（R6） 

太宰府市にゆかりのある方との関係づくり 郷土愛の醸成と機会の提供 

ふるさと納税を活用した関係づくり 募集方法・内容の検討→募集実施→事業実施 

これから太宰府市と関係を 

構築していく仕組みづくり 
プロジェクトの創出→マッチング→プロジェクトの実施 

交流人口から関係人口への取組 事業の検討→実施 

（４） 交通環境の向上 

重要業績評価指標（KPI） 基準値（H30） 目標値（R6） 

2 次交通の数 2 3 

市内の道路の円滑性に対する評価のうち肯定派の割合（「思

う」又は「どちらかといえば思う」の割合）【市民意識調査】 

48.3％ 60.0％ 

① 移動手段の充実 

 市内２次交通・回遊バス、シャトルバスの導入を図ります。 

（観光推進課、都市計画課、地域コミュニティ課）

市内の周遊観光を充実させるために、シェアサイクルの導入を検討します。 

② 観光客から税・協力金の徴収 

 歴史と文化の環境税の安定的な運営に努めるとともに、現在歴史と文化の環境税の徴収対象外の臨時

駐車場での施設維持協力金徴収の拡大を検討します。 

（観光推進課）

正月、GW、紅葉シーズンにおける臨時駐車場での施設維持協力金を徴収するよう検討します。 

③ 交通の回遊促進 

 ボトルネック交差点等の改良、駐車場の分散化と、域内２次交通の仕組みづくり、モビリティ・マネジメン

トの導入を含めた交通体系整備を検討します。 

（都市計画課、建設課）

8
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来訪者が他のエリアを回遊できるように、駐車場等の工夫を図ります。 

回遊ルートの開発等を行い、一極集中型の構造転換を図ります。 

AI 等を活用した未来型交通を検討します。 

九州全体の交通ネットワークとして、地下鉄、モノレール、路面電車等の検討を行います。 

④ 交通大動脈形成 

 将来的に更なる人の往来と交通混雑解消が両立される可能性を追求するため、新たな交通施策等の

可能性の調査研究を行い、近隣自治体ブロックや県、九州という広域的視野を持ち、中長期的な交通大

動脈形成を目指します。 

（都市計画課、建設課）

交通大動脈形成に向け地域公共交通活性化協議会等で議論し、周辺自治体とも連携した広域的

まちづくりの議論を進めます。 

総合交通計画及び地域公共交通網形成計画の２つの計画を基に、観光客の増加、通過交通量

の増加等様々な問題解決に向けた交通網の検討を行います。 

工程表 
1 年目（R2） 2 年目（R3） 3 年目（R4） 4 年目（R5） 5 年目（R6） 

移動手段の充実 交通手段導入の検討 

観光客から税・協力金の徴収 施設維持協力金徴収の継続 

交通の回遊促進 交通体系整備検討・実施 

交通大動脈形成の検討 
形成に向けた調査・検討 

広域交通連携の推進 

9
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自治会や高齢者、障がい者、母子団体等の各種団体に対して防災講座を実施していただくよう働

きかけます。 

④ 災害に強いまちづくりの推進 

 近年急激に増加している自然災害への対策を検討し、災害に強いまちづくりを推進します。 

（防災安全課、建設課）

雨水を貯留する山林保存などグリーンインフラの整備を検討します。

工程表 
1 年目（R2） 2 年目（R3） 3 年目（R4） 4 年目（R5） 5 年目（R6） 

市民参加の防災訓練の実施 継続した訓練の実施 

自治会、各種団体への防災講座の実施 継続した講座の開催 

災害に強いまちづくりの推進 各種災害対策の検討 

（２） 市街地の活性化 

重要業績評価指標（KPI） 基準値（H30） 目標値（R6） 

都市基盤が整備され快適な住環境であると思う人の割合（「思う」

又は「どちらかといえば思う」の割合）【市民意識調査】〔再掲〕 
66.5％ 71.5％ 

① エリアごとの戦略に基づいたまちづくり 

 エリアごとの人口の動態や発展の動向、当該区域の地形、自然条件並びに交通条件などを考慮した戦

略的まちづくりを目指します。 

（都市計画課、建設課） 

五条エリアにおける駅や公共施設を活用した活性化を検討します。 

坂本・国分エリアにおける駅や民間資本を活用したまちづくりを検討します。 

大宰府政庁エリアにおける新たな拠点として、文化施設や道の駅など商業施設の開設を検討しま

す。 

市西側の拠点として、とびうめアリーナ周辺の利活用を検討します。 

筑紫野古賀線の４車線化に伴う土地利用を検討します。 

その他地区の戦略的まちづくりを検討します。 

10
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② 鉄道駅周辺の地域の再整備 

 鉄道駅の交通結節点機能を充実させ、駅を中心とするまちづくりを行います。 

（都市計画課、建設課）

鉄道駅周辺のまちづくりについて検討します。 

PFI/PPP の手法を使った再開発、整備を検討します。 

鉄道会社との緊密な連携を図ります。 

工程表 
1 年目（R2） 2 年目（R3） 3 年目（R4） 4 年目（R5） 5 年目（R6） 

鉄道駅周辺の地域の再整備 用途地域の検討 市街地再整備の検討 

市街地の活性化 区域の検討 
事業主体の 

選定 
事業計画の協議 

（３） 公共施設の再編、多面的機能化、運営の見直し 

重要業績評価指標（KPI） 基準値（H30） 目標値（R6） 

再編した公共施設数（累計） - 3 

利用料金の見直し 未実施 実施 

① 公共施設再編、運営の見直し 

 PPP/PFI 手法の導入可能な公共施設を選定し、施設の複合化、重複している機能の統合・整理、維持

管理・運営コストの縮減を図ります。 

（管財課ほか）

サウンディング型市場調査や市民意識調査（パブリックコメントなど）等を踏まえ、PPP/PFI 手法の

導入可能な公共施設の抽出、施設の有効活用案を検討します。 

市場や市民のニーズを踏まえ、再編する公共施設の方針を決定します。 

PFI 事業の実施検討を行い、事業化を推進します。 

公共施設の民間移譲を検討します。 

11
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第二次太宰府市都市計画マスタープラン 

平成 29年 7月 

太宰府市都市計画課 

「太宰府市の未来予想図」最優秀賞受賞作品 

タイトル：太宰府ドリームランド 作者：香室
か む ろ

 竜太郎
りゅうたろう

 様
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文化ふれあい館

水城館

西鉄太宰府駅

置費用だけでなく、その後長期間にわ

たり運営自体に一般財源の相当の額

が投入されていることを考慮すると、

多くの市民にとって納得性の高い使

用料にする必要があります。

利用圏域の柔軟な対応の観点から

は、隣接する市町に同様のサービスを

提供している施設がある場合は相互

利用の検討や、地域の人口構造に合わ

せた利用圏域を設定し施設を配置す

るなど柔軟に利用圏域を検討する必

要があります。

歴史とみどり豊かな地域特性の活

用といった観点からは、観光交流施

設が複数あるという他自治体にない

特色があるため、九州国立博物館も

含めて施設間の連携や機能分担によ

り回遊性を高めるなどの検討が必要

です。

交通 

鉄道 

鉄道は、ＪＲ鹿児島本線と西鉄天

神大牟田線、西鉄太宰府線の３路線

があり、ＪＲは都府楼南駅、西鉄は

太宰府駅、五条駅及び都府楼前駅の

４駅があります。これらの駅の他に

本市周辺にあるＪＲ二日市駅、ＪＲ

水城駅、西鉄下大利駅、西鉄二日市

駅、西鉄紫駅の近郊の地域の人が利

用しています。

ＪＲ鹿児島本線では、都府楼南駅

に駅前広場が無く、十分なアクセス

道路もありません。市民及び来訪者

14
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がＪＲ鹿児島本線にアクセスするための利便性を持つ駅はＪＲ二日市駅となりますが、

交通ネットワークが整備されていないためＪＲ鹿児島本線との交通結節点の整備が望

まれます。

西鉄天神大牟田線は、西鉄雑餉隈駅から西鉄下大利駅までは連続立体交差事業によ

り踏切の安全確保が行われているところですが、洗出交差点の踏切をはじめ交通量の

多い道路と平面交差している踏切があり、安全性の確保並びに交通渋滞の緩和のため

に、連続立体交差事業を検討する必要性があります。

西鉄太宰府線では、西鉄太宰府駅は駐輪場や駅前広場等の課題を抱え、西鉄五条駅

もアクセス道路が課題であり、交通結節点機能を高める必要があります。

また、西鉄太宰府線の梅大路交差点と西鉄天神大牟田線の洗出交差点の踏切は交通

混雑のボトルネックとなっています。

バス 

バス路線は、西鉄路線バスとコミュニティバス「まほろば号」が運行しています。

西鉄下大利駅へのバス路線網はなく、西鉄下大利駅を生活圏としている市民への公

共交通網の検討が必要です。

また、休日には大型観光バスや自家用車が集中し、コミュニティバスの定時性が確

保できない状況も見られます。

道路 

国内主要都市及び海外との玄関口である福岡空港にも近接しており、地形特性から、

福岡市と久留米市との南北軸の九州縦貫自動車道、国道３号線等の高規格道路が市内

に集積しています。

●交通混雑 

高規格道路の整備の進展に伴い、各道路間の乗換による市街地内への通過交通の流

入が増加しています。

観光客は休日に集中していましたが、訪日外国人旅行者の増加の影響で、大型観光

バスが年間を通して来訪し、初詣や観梅の時期に関わらず道路は終日混雑が続く状況

となっています。渋滞緩和に向けた検討を行っていく必要があります。

●歩行者の安全確保 

政庁通り等の街路樹は良好な緑化空間を形成していますが、防犯や交通安全の視点

からも維持管理を行うことが必要です。

歩道や通学路、防犯灯の整備を行い安全・安心な道路整備が求められています。

15
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況にふさわしい豊かな住環境の維持・形成を図ります。

３）都市計画の見直し 

社会情勢の変動等による都市計画の見直しについては、地域における検討の熟度に

応じて、県と協議を行います。

（２）交通体系 

鉄道、バス等の公共交通機関の利用を促進するために、「地域公共交通網形成計画」

の策定を行い公共交通ネットワークの利便性及び効率性の向上を図り、自動車等の交

通需要の抑制することにより、交通混雑の緩和を目指すとともに、市民や観光客が移

動しやすい交通体系の構築を図ります

１）公共交通機関の利用促進 

交通渋滞緩和のため、鉄道や路線バス等既存の交通機関の利用を幅広く呼びかける

とともに、路線バスの維持を関係機関に要請します。

鉄道の駅や路線バスのバス停から離れている地域は、コミュニティバス「まほろば

号」や地域サポートカーの運行を継続し、利用促進に努めます。

大野城市や筑紫野市等の周辺市町と連携し、市内の主要な駅だけでなく、西鉄下大

利駅や西鉄二日市駅、JR 二日市駅や JR 水城駅等も含めたバス路線網の拡充を検討

し、公共交通機関の利用を促進します。

２）交通結節点の整備 

公共交通機関の利用促進のために西鉄太宰府駅、西鉄五条駅、西鉄二日市駅の駅前

広場やアクセス道路の改良を検討します。

ＪＲ鹿児島本線との市内での交通結節点といえる駅は、ＪＲ都府楼南駅ですが、駅

前広場は十分でなく、幹線道路からのアクセス道路も不足しています。佐野東地区

内の新駅構想も含め、ＪＲ鹿児島本線との交通結節点の整備を検討します。

３）交通問題への対応 

市の東西方向の生活道路については、今後も整備、充実に向けた検討を進めます。

交通混雑が激しい政庁前交差点から梅大路交差点の区間は、西鉄路線バスやコミュ

ニティバス「まほろば号」も複数路線走っている主要な道路であるため、バス路線

の定時性確保のためにも、道路整備等の手段を用い交通混雑の緩和を検討します。

福岡県交通渋滞対策協議会が地域の主要な渋滞個所として公表している五条交差点

をはじめとする５ヶ所１区間において、渋滞解消の手法の検討を行い、渋滞緩和を

16
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（４）気候変動対策 

関連する SDGs のゴール 

①脱炭素社会の実現に向けた取組の推進 

取組の方向性 

人間活動の拡大によって、温室効果ガスの排出が増大し、地球温暖化は進行し続けて

おり、平均気温上昇約１℃の現在でも既に豪雨災害の多発など多大な影響が顕在化して

います。今後さらに影響が増大することが懸念されており、まさに気候変動の非常事態

にあることを踏まえ、パリ協定において合意された目標※1から更に踏み込んで、2050 年

までに温室効果ガスの排出量を実質的にゼロとし、平均気温上昇幅を 1.5℃以内に抑え

ることが必要です。本市においても、令和 3 年 6 月 25 日に気候非常事態ゼロカーボン

シティ宣言を発出し、2050 年に温室効果ガスの排出量を実質的にゼロ※2 とすることを

目標とした長期的な取組を進めます。 

主要な温室効果ガスである二酸化炭素（CO2）
※3 の排出を抑制するため、市民や事業

者に対して、環境にやさしいライフスタイルやビジネススタイルを促し、地球温暖化防

止の情報の提供及び啓発を通じて、日常生活や事業活動においてエネルギーの消費抑制、

効率利用を心がけるなど、省エネルギーの取組や再生可能エネルギーの導入を促進しま

す。 

また、本市は、幹線道路や鉄道といった広域交通の利便性が高いものの、観光地であ

ることから地域内交通において自家用自動車の利用が多く、それらによる渋滞が見られ

ます。その一方で、鉄道利用者数は全体的に減少傾向にあり、また、歩行ネットワーク

の不足を指摘する市民の声もあります。このような状況の中、自動車は、本市からの二

酸化炭素（CO2）の最大の排出源となっています。 

本市における交通渋滞は、観光目的など、主に来訪者による自動車交通が原因となる

特異なものであるため、ライブカメラによる道路状況の配信や市内駐車場の満空情報の

配信、道路改良・拡幅を進めており、今後も円滑な交通処理の方策などの渋滞緩和策に

取り組みます。また、来訪者に対する公共交通の利用促進策を検討するなど、そのため

の取組を進めていきます。 

※1 平均気温上昇を 2℃より十分低く保つため、今世紀後半に人為的な温室効果ガスの排出量と吸収

量を均衡させること。

※2 CO2 などの温室効果ガスの人為的な発生源による排出量と、森林等の吸収源による除去量との間

の均衡を達成すること。令和 3 年の改正「地球温暖化対策の推進に関する法律」では、このような

均衡が保たれた社会を「脱炭素社会」と呼ぶと規定している。 

※3 石炭、石油などを燃やすことにより発生する温室効果ガスの一つであり、大気中の濃度の増加が

温室効果を促進するおそれがあるとして、発生量の抑制対策などが進められている。
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成果指標 

指標項目 
第三次計画策定時 

（年度） 

現況値 

（年度） 

目標値 

（年度） 
所管課 

市域の二酸化炭素（CO2）排出量注 1 － 
277 千トン 

（平成 28 年度） 

148 千トン 

（令和 12 年度） 
環境課 

省エネルギー・省資源を実践して

いる市民の割合 

82.1％ 

（平成 21 年度） 

87.8％ 

（令和元年度） 

89.0％ 

（令和 12 年度） 
環境課 

エコ事業所の登録数 
13 件 

（平成 21 年度） 

40 件 

（令和元年度） 

45 件 

（令和 12 年度） 
環境課 

エコファミリーの登録数注 2 67 件 

（平成 21 年度） 

396 件 

（令和元年度） 

200 件 

（令和 12 年度） 
環境課 

外出の際に、なるべく自動車を使

わず、徒歩、自転車、公共交通機

関などを利用している市民の割合 

62.7％ 

（平成 21 年度） 

20.4％ 

（令和元年度） 

36.0％ 

（令和 12 年度） 
環境課 

市内の道路が渋滞なく円滑に移動

できると感じる市民の割合 

28.0％ 

（平成 21 年度） 

48.7％ 

（令和元年度） 

60.0％ 

（令和 12 年度） 
建設課 

庁舎や学校等の公共施設における

排出二酸化炭素（CO２）換算量 

3,539 トン 

（平成 21 年度） 

3,400 トン 

（令和元年度） 

2,506 トン 

（令和 12 年度） 
環境課 

注 1 市域の二酸化炭素（CO2）排出量は、算定方法を変更しているため、第三次計画策定時を「－」としています。 

注 2 エコファミリーの登録数は、アプリへの移行に伴いリセットされているため、目標値の方が少なくなっています。

市民やＮＰＯに期待される役割 

●省エネ・低炭素型の製品・サービス・ライフスタイルの選択など、賢い選択「COOL 

CHOICE」を実践します。 

●電気はこまめに消す、冷暖房は強くしすぎないようにする、使わないコンセントを

抜くなど、家庭での省エネ行動を行います。 

●「ふくおかエコファミリー応援アプリ（エコふぁみ）※1」または、「ふくおかエコラ

イフ応援 book※2」を参考に、電気やガス、水道使用量の削減など、省エネルギー・

節電に取組む「エコファミリー」に参加します。 

●LED※3 照明などの省エネ型機器への買い替えなど高効率エネルギー設備の導入や断

熱化を行います。 

ごじょう保育所太陽光発電施設 太宰府市総合体育館太陽光発電施設 
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●太陽光発電システムなど再生可能エネルギー設備を導入し、家庭で創エネ※4を行い

ます。 

●自家用車はエコドライブで運転します。 

●自家用車を買うときはエコカー（低公害車、低燃費車、電気自動車、燃料電池車）

を選びます。 

●外出の際にはなるべく自家用車を使わず、徒歩、自転車、バスや電車などの公共交

通機関を利用するよう心がけます。また、コミュニティバス「まほろば号」を利用

します。 

●地域の祭りなどを開催する際は、ごみの分別の徹底や過度に照明を使用しないなど、

環境への配慮に努めます。 

●環境負荷の指標であるフードマイレージを考慮した商品選択を行います。 

●ＮＰＯは、これまで実施してきた「温暖化対策普及・啓発活動」を発展させるなど

して取組を行います。 

※1 省エネ・省資源など地球環境にやさしい活動に取り組む県民（エコファミリー）を支援する福岡

県公式の環境アプリ。九州 7 県のキャラクターたちと一緒に、地球環境にやさしい活動に取り組

み、ポイントを貯め、ポイントが貯まるとプレゼントの抽選に参加できる。 

※2 環境家計簿様式の資料。環境に配慮した暮らしの目安になるもので、記入することで毎月の水

道・光熱費の使用量、ごみの排出量などが一目でわかるようになっている。これらをチェックする

ことで、日常生活でどのくらいのエネルギーを使っているか、二酸化炭素を出しているかを知るこ

とができる。 

※3 Light Emitting Diode（発光ダイオード）の略称で、電気を流すと発光する半導体の一種。白熱

電球・蛍光灯と比べて消費電力が非常に少なく、寿命が非常に長いという特長がある。 

※4 一般家庭や企業、自治体において太陽光発電システムや燃料電池などを設置して、自らエネルギー

を創り出すこと。 

事業者に期待される役割 

●温暖化防止の必要性の認識を高めるための社員教育を行います。 

●冷房や照明の適正化、昼休みの消灯など、オフィスや事業場での省エネを進めます。 

●事業所は、採光、通風、断熱などに配慮した環境共生型の施設にし、また、太陽光、

燃料電池、コージェネレーション※5、廃熱利用等の省エネ・新エネ設備を導入します。 

●「エコ事業所」や「エコアクション 21※6」に取り組み、環境負荷の少ない事業活動

を進めます。 

●徒歩、自転車、公共交通機関を利用した通勤や観光を促進します。 

●営業車や社用車はエコドライブで運転します。 

●営業車や社用車を導入するときはエコカー（低公害車、低燃費車、電気自動車、燃

料電池車）を選びます。 

●配送システムなどの物流の効率化を図ります。 

●公共交通事業者は、高齢者や障がいを持っている人をはじめすべての市民が利用し

やすい公共交通サービスの提供に努めます。 

●イベント等を開催する際は、ごみの排出削減や LED を使用するなど、環境への配慮
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に努めます。 

※5 発電と同時に発生した排熱も利用して冷暖房や給湯等の熱需要に利用するエネルギー供給シス

テムで、総合熱効率の向上を図るもの。 

※6 ＩＳＯ14001 認証取得が資金等の面で困難な中小企業等の幅広い事業者が利用できるよう環境

省が作成した「環境への取組を効果的・効率的に行うシステムを構築・運用し、環境への目標を持

ち、行動し、結果を取りまとめ、評価し、報告する」ことの認証・登録制度。 

行政の具体的な取組 

●市民への省エネ対策の促進【環境課】

広報だざいふやイベント等で啓発を行うとともに、出前講座や地域活動において

実施される省エネルギーに関する研修や取り組みを支援します。 

●事業者への省エネ対策の促進【環境課】

温暖化防止の必要性の認識を高めるための社員教育や事例等の情報提供、啓発に

よる省エネルギー対策の取組を促進します。 

また、環境省が進めている「エコアクション 21」の取組や福岡県が進めている

「エコ事業所登録」を事業者に対して普及啓発します。 

●太陽光発電※1などの再生可能エネルギー導入の促進【環境課】

市民や事業者に対し、情報提供や啓発の充実を図りながら、エネルギー消費にと

もなう環境負荷の低減を図るための太陽熱利用システムや太陽光発電システムな

ど、再生可能エネルギー導入の促進を図ります。 

※1 シリコン半導体の光電効果を利用して、太陽の光を直接電気エネルギーに変換するもの。太陽エ

ネルギーは無尽蔵であるほか、二酸化炭素（CO2）や汚染物質を出さないクリーンさが注目されてい

る。

●地球温暖化防止活動推進センター※2及び近隣自治体等との連携【環境課】

福岡県の指定機関である「地球温暖化防止活動推進センター」や地球温暖化防止

活動推進員※3と連携し、各種イベントや地域活動などの機会をとらえて市民や事業

者に対する省エネルギーや再生可能エネルギーの啓発を行います。 

また、福岡県筑紫保健福祉環境事務所や近隣市町と連携し、広域的な取組を行い

ます。 

※2 「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づき、福岡県知事から県内の地球温暖化対策に関す

る普及啓発の拠点として指定された機関。 

※3 「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づいて県知事が委嘱し、温暖化対策に関する家庭や

地域における取組を促進するための普及啓発を行う。

●市内の大規模事業所への啓発【環境課】

多量のエネルギーを使用する工場、スーパー及び学校等の大規模事業所に対して

「エコ事業所」の参加呼びかけやエコ診断等の周知、活用促進を行います。 
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●交通渋滞対策【建設課、都市計画課】

地域や警察等の関係機関と協議し計画的な幹線道路整備や交通渋滞箇所の交差

点の改良を進めるとともに、地域や県公安委員会と協議しながら、順次交通規制に

よる円滑な交通処理を推進します 

また、必要に応じてライブカメラの増設や満空情報の配信をするなど、太宰府天

満宮や竈門神社周辺における交通渋滞対策を行います。 

●自動車から公共交通、自転車への利用転換の促進【都市計画課、建設課】 

自動車の使用抑制及び渋滞緩和による二酸化炭素排出量削減のため、自動車か

ら公共交通や自転車に利用転換するための施策を検討します。また、現在整備し

ているパーク・アンド・ライド※1駐車場や自転車駐車場を適切に管理し、利用促

進を図ります。 

※1 鉄道などのターミナル駅の周辺の駐車場を整備・活用して、自家用車と公共交通機関との乗り継

ぎ利便性を高めることにより、自動車利用を減らして公共交通機関利用を促進し、自動車からの環

境負荷や市街地の渋滞緩和を軽減する方策。 

●エコ・オフィスの推進【管財課、環境課】

クールビズ※2やウォームビズ※3の徹底による電力使用の抑制をはじめ、消耗品や

備品などのグリーン購入※4の促進、ごみの減量、上水道の節水など、二酸化炭素（CO2）

の排出抑制に努めます。 

また、電力契約にあたっては、温室効果ガス排出係数も考慮します。 

※2 冷房時のオフィスの室温を 28℃にした場合でも、「涼しく効率的に格好良く働くことができる」

というイメージを分かりやすく表現した、夏の新しいビジネススタイルの愛称。「ノーネクタイ・

ノー上着」スタイルがその代表。 

※3 暖房時のオフィスの室温を 20℃にした場合でも、ちょっとした工夫により「暖かく効率的に格

好良く働くことができる」というイメージを分かりやすく表現した、秋冬の新しいビジネススタイ

ルの愛称。重ね着をする、温かい食事を摂るなどがその工夫例。

※4 製品やサービスを購入する際に、その必要性を十分に考慮し、購入が必要な場合には、できる限

り環境への負荷が少ないものを優先的に購入すること。

●環境に配慮したイベント等の開催【関係課】

イベント等を開催する際は、廃棄するごみの分別を徹底することや、使用する照

明は LED を使用するなど、環境に配慮します。 

●環境に配慮した公用車の導入【管財課】

公用車の新規購入に際して、電気自動車などの環境に配慮した公用車の導入を進

めます。 

●環境に配慮した公共施設への転換【管財課、観光推進課、文化学習課、文化財課】

公共施設については、施設や設備の機能更新時に、省エネ対応など環境に配慮し

た施設への転換を図ります。また、再生可能エネルギー導入に向けた調査研究を進

めます。 
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●地球温暖化対策実行計画区域施策編及び気候変動適応計画策定の検討 

    太宰府市域の自然的社会的条件に応じた、温室効果ガスの排出の抑制等のため

の総合的かつ計画的な施策を定める「地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」及

び気候変動適応に関する施策を推進するための「気候変動適応計画」の策定を検討

します。 

関連計画 

計画名 計画期間 発行年 所管課 

太宰府市地球温暖化対策実行計画【第 5 期】

（事務事業編） 

令和 3 年～令和 7 年 令和 3 年 環境課 

太宰府市地域防災計画 平成 26 年～ 平成 26 年 防災安全課 

太宰府市公共施設等総合管理計画 平成 29 年～ 平成 29 年 管財課 
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